
 

 

 

                                  第 １ 

 

 

 

令和６年度市町村普通会計決算概況 

 

 



 

１ 決算の背景 
（１）令和６年度当初の経済見通し 
  ・国内総生産 ６１５.３兆円（名目） 

・経済成⾧率 名目＋３.０％、実質＋１.３％ 
 
（２）国の令和６年度当初予算 
  ア 一般会計の規模 
   １１２兆７１７億円（対前年度比△２兆３,０９５億円、△２.０％） 
  イ 一般歳出（国債及び地方交付税等、東日本大震災復興特別会計への繰入れを除く歳出） 
   ６７兆２,７６４億円（対前年度比△５兆４,５５４億円、△７.５％） 
  ウ 財政投融資計画 
   １３兆３,３７６億円（対前年度比△２兆９,３１１億円、△１８.０％） 
 
（３）地方財政の概要 
  ア 地方財政対策の概要 

令和６年度地方財政対策では、極めて厳しい地方財政の現状及び現下の経済情勢等を踏まえ、歳出
面においては、こども・子育て政策の強化等に対応するために必要な経費を充実して計上するととも
に、地方公共団体が住民ニーズに的確に応えつつ、行政サービスを安定的に提供できるよう、社会保
障関係費や民間における賃上げ等を踏まえた人件費の増加を適切に反映した計上等を行う一方、国の
取組と基調を合わせた歳出改革を行うこととされた。 

また、歳入面においては、「経済財政運営と改革の基本方針２０２３」等を踏まえ、交付団体を始
め地方の安定的な財政運営に必要となる地方の一般財源総額について、令和５年度地方財政計画の水
準を下回らないよう実質的に同水準を確保することを基本として、引き続き生じることとなった大幅
な財源不足について、地方財政の運営上支障が生じないよう適切な補塡措置を講じることとされた。 

  イ 地方財政計画の規模 
  ・通常収支分 
   ９３兆６,３８８億円（対前年度比＋１兆６,０３８億円、＋１.７％） 
   （歳入）地方税 △０.３％、地方交付税 ＋１.７％、国庫支出金 ＋５.３％、 

地方債 △７.４％ 
   （歳出）一般行政経費 ＋３.８％、公債費 △３.２％、投資的経費 ＋０.１％ 
  ・東日本大震災分（平成２４年度から東日本大震災の復旧・復興事業等について区分するため策定） 

① 復旧・復興事業分 ２,６３１億円（対前年度比△１６億円、△０.６％） 
   （歳入）震災復興特別交付税 △３.３％、国庫支出金 ＋１.４％ 
   （歳出）一般行政経費 △７.８％、投資的経費 ＋７.６％ 

② 全国防災事業分 ２５０億円（対前年度比△３３７億円、△５７.４％） 
（歳入）地方税 △８７.６％ 一般財源充当分 △３８１.７％ 
（歳出）公債費 △５７.４％ 

ウ 地方交付税総額（震災復興特別交付税除く） 
   １８兆６,６７１億円（対前年度比＋３,０６０億円、＋１.７％） 
  
 
 
 
 
 
 
 



 

（４）国及び地方財政の補正措置 
・補正予算第１号（令和６年１２月） 

   ア 国 
    歳出面では、以下の経費等が計上された。 

・日本経済・地方経済の成⾧（５兆７,５０５億円） 
・物価高の克服（３兆３,８９７億円） 
・国民の安心・安全の確保（４兆７,９０９億円） 等 
これらのほかにも、地方交付税交付金（１兆３９８億円）、既定経費の減額（１兆６,３０３億円）

が計上され、また、歳入面では、税収（３兆８,２７０億円）、税外収入（１兆８,６６８億円）、前
年度剰余金受入（１兆５,５９５億円）、公債金（６兆６,９００億円）が追加計上された。 

この結果、一般会計予算の規模は、歳入歳出とも令和６年度当初予算に対し、１３兆９,４３３億
円増加し、１２６兆５,１５０億円となった。 

   イ 地方 
    この補正予算においては、国税収入の決算等に伴い地方交付税が増額されるとともに、歳出の追

加に伴う地方負担の増加が生じることなどから、以下のとおり措置が講じられた。 
・普通交付税の調整額を復活するとともに、令和６年度に限り、基準財政需要額の費目に「臨時

経済対策費」及び「給与改定費」を創設して令和６年度の地方交付税を６,９４６億円増額交付
する。 

・令和７年度及び令和８年度における臨時財政対策債の元利償還金の一部を償還するための基金
の積立てに要する経費の財源を措置するため、令和６年度の普通交付税を４,０００億円増額交
付する。 

・物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を１兆９０８億円増額する。 
（うち低所得世帯支援枠４,９０８億円、推奨事業メニュー分６,０００億円） 

  
 
（５）令和６年度の経済実績 
  ・国内総生産 ６４２兆円（名目） 

・経済成⾧率 名目＋３.７％、実質＋０.５％ 
 
令和６年度の日本経済は、⾧きにわたったコストカット型経済から脱却し、デフレに後戻りせず、「賃

上げと投資が牽引する成⾧型経済」に移行できるかどうかの分岐点にある。こうした中、政府は、賃金
上昇が物価上昇を安定的に上回る経済を実現し、「賃上げと投資が牽引する成⾧型経済」への移行を確
実なものとするため、日本経済・地方経済の成⾧、物価高の克服及び国民の安心・安全の確保を三つの
柱とする「国民の安心・安全と持続的な成⾧に向けた総合経済対策」（令和６年 11 月 22 日閣議決定。
以下「総合経済対策」という。）を策定した。その裏付けとなる令和６年度補正予算を迅速かつ着実に
執行し、総合経済対策の効果を広く波及させていく。 

令和６年度の我が国経済は、緩やかな回復を続け、実質国内総生産（実質ＧＤＰ）成⾧率は0.５％程
度、名目国内総生産（名目ＧＤＰ）成⾧率は 3.7％程度、消費者物価（総合）は３.0％程度の上昇率に
なると見込まれる。 

 
 
 
 
 
 
 
 



 

２ 決算規模 
・歳入総額:１兆 ７８億円（前年度９,６２３億円） 
・歳出総額:９,６４９億円（前年度９,１６５億円） 

歳入は対前年度比＋４.７％（＋４５５億円）、歳出は同＋５.３％（＋４８４億円）で、歳入歳出と
もに令和２年度に続き過去２番目の規模となった。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

３ 決算収支 
   実質収支は、３４２億円（対前年度比△１.４％）となった。 
   単年度収支は、５億円の赤字（前年度も４７億円の赤字）となった。赤字団体は１９団体（５市、

１４町村）であった。 
 実質単年度収支は、１８６億円の赤字（前年度も２９５億円の赤字）となった。赤字団体は２９団
体（１２市、１７町村）であった。 
 ３５市町村で実質収支が赤字の団体はなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 
４ 歳入の概要 
（１）歳入決算額の状況 

「市町村税」は、市町村民税（法人税割）が＋２６.２％となったことなどにより、対前年度比 
＋０.６％（＋２０億円）となったが、歳入全体に占める割合は低下した。 
「地方交付税」は、普通交付税が＋５.８％となり、全体で＋５.２％(＋６９億円)となった。 
｢国庫支出金｣は、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金等の増により、対前年度比＋４.７％

（＋７７億円）となった。 
「地方債」は、臨時財政対策債が減となった一方で、臨時財政対策債以外が＋４１.９％となり、対
前年度比＋３１.４％（＋１６９億円）となった。 
 

 

 

 

 

 

 



 

 

＜第２図＞市・町村別歳入決算額構成比 
 

 
 

 

＜第３図＞歳入決算額構成比の推移 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

（２）市町村税の状況 
市町村税収入額（国民健康保険税を除く）は３,２２６億円で、対前年度比＋０.６％（＋２０億円）

となった。 
「市町村民税」については、所得割が△４.７％（△４８億円）となったものの、法人税割が 

＋２６.２％（＋６０億円）となったこと等により、全体として対前年度比＋０.７％（＋１０億円）
となった。 

「固定資産税」については、償却資産分が＋２.４％（＋９億円）となり、全体として対前年度比 
＋０.６％（＋９億円）となった。 

「軽自動車税」については、対前年度比＋３.６％（＋３億円）となった。 
税目構成は、市町村民税と固定資産税とで８７.７％を占めており、前年度（８７.６％）と同程度

である。 

 

 

 



 

５ 歳出の概要 
（１）歳出決算額の特徴 

歳出決算額の構成比は、庁舎建設や教育施設の更新等により、目的別内訳では総務費及び教育費が、
増となった。 

性質別内訳では制度改正により人件費及び扶助費が増となった。 

 

 

 

 

 



 

 

（２）目的別歳出の状況 
｢総務費｣は、庁舎建設事業費（桐生市 他）の増等により、前年度比＋２７.６％（＋３０１億円）

となった。 
「衛生費」は、高浜クリーンセンター建設事業費（高崎市）の減等により、対前年度比△６.４％ 

（△５８億円）となった。 
「民生費」は、制度改正に伴う児童福祉費の増等により、対前年度比＋６.４％（＋２１３億円）と

なった。 
「商工費」は、特別対策資金預託金当制度融資預託金（前橋市、高崎市 他）の減等により、 

△１７.６％（△９０億円）となった。 
「教育費」は、体育館施設整備事業費（前橋市 他）の増等により、＋９.３％（＋１０５億円）と

なった。 
 

   

 

 

 

 

 

 



 

＜第４図＞市・町村別歳出決算額の目的別構成比 

 

 

 
＜第５図＞歳出決算額の目的別構成比の推移 

 



 

（３）性質別歳出の状況 
ア 「義務的経費（人件費、扶助費、公債費）」は、対前年度比＋５.８％（＋２４５億円）となった。 

・扶助費は、児童手当制度改正等により、対前年度比＋７.３％（＋１５５億円）となった。 
イ 「投資的経費（普通建設事業費、災害復旧事業費、失業対策事業費）」は対前年度比＋１３.９％

（＋１６０億円）となった。 
・普通建設事業費は、庁舎整備や学校教育施設整備事業費等の増により、対前年度比＋１４.０％ 
（＋１６１億円）となった。 
・災害復旧事業費は、△２２.４％（△１億円）となった。 

  ウ 「その他経費」は、対前年度比＋２.１％（＋８０億円）となった。 
・物件費は、物価高騰等により、対前年度比＋４.６％（＋６１億円）となった。 
・積立金は、財政調整基金及び特定目的基金積立金の増等により、対前年度比＋４３.０％ 
（＋９２億円）となった。 
・貸付金は、市町村制度融資預託金の減等により、対前年度比△２２.４％（△５８億円）となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

＜第６図＞市・町村別歳出決算額の性質別構成比 
 

 

 

＜第７図＞歳出決算額の性質別構成比の推移 

 

 

（年度） 



 

６ 財政構造の弾力性 
・経常収支比率 

市町村計で、経常収支比率は９４.８％と高止まりが続いている。 
内訳では、人件費や物件費及び扶助費の経常経費充当一般財源（分子）が増加し、地方交付税や地方

税の経常一般財源収入額（分母）も増加したが、経常経費充当一般財源（分子）の増加率が経常一般財
源収入額（分母）の増加率を上回ったため経常収支比率は前年度から０.１ポイント悪化した。 

＜第８図＞ 
経常収支比率の内訳のうち、義務的経費である人件費、公債費及び扶助費については、人件費及び扶

助費は少し上昇し、公債費は減少している。＜第９図＞ 
  
【経常収支比率の近年の推移】 

経常経費充当一般財源については、平成２７年度から令和元年度にかけて同水準で推移しているが、
令和２年度から令和６年度にかけては、人件費、物件費が年々増加していることにより増加している。
電気や燃料等の物価及び人件費の高騰が大きく影響したためと考えられ、平成２７年度と令和６年度を
比べると経常経費充当一般財源の群馬県内市町村合計額は５３２億円増加している。 

  経常一般財源については、大きな割合を占める市町村税と普通交付税がともに同水準で推移していた
が、令和３年度以降については、地方交付税の原資である国税の税収が好調であったため、地方交付税
の再算定があり増加している。 

  経常収支比率については、平成２７年度から平成２９年度にかけては、上記の理由により、９０％か
ら９４％へと悪化し、その後高止まりしている状況が見て取れる。令和３年度は、経常経費充当一般財
源はあまり変わらず、地方交付税の再算定により経常一般財源が大きく増加したため経常収支比率が改
善した。しかし、令和５年度、令和６年度については、経常経費充当一般財源及び経常一般財源ともに
増加しているが、経常経費充当一般財源の増が大きいため、経常収支比率は悪化している。 

 
＜第８図＞経常収支比率の推移 

 

 



 

 
＜第９図＞義務的経費に係る経常収支比率の推移 

 

 

 

 
 

 



 

７ 地方債、債務負担行為及び積立金現在高の推移 
（１）地方債現在高の状況 

令和６年度末における地方債現在高は、対前年度比△０.２％（△１１億円）となり、７,１０５億
円であった。なお、臨時財政対策債を除く地方債現在高は、対前年度比６.１％（＋２４９億円）増加
し、４,３２２億円であった。 

地方債現在高に債務負担行為に基づく翌年度以降支出予定額を加えた債務総額は７,９５３億円で
あり、歳入総額に対する割合は、対前年度比△３.８ポイントの７８.９％となっている。 

 

 

 

＜第１０図＞地方債現在高と臨時財政対策債の推移 

 



 

＜第11 図＞地方債現在高と標準財政規模に対する割合の推移 

 

 

 

（２）積立金の状況 
令和６年度末における積立金現在高は、対前年度比＋４.０％（＋９８億円）となり、２,５３８億

円であった。 
 

 

 



 

（３）地方債、債務負担行為及び積立金現在高の状況 
地方債現在高に債務負担行為に基づく翌年度以降支出予定額を加え、積立金現在高を差し引いた額

（地方債及び債務負担行為による実質的な将来の財政負担）は、５,４１５億円となった。これは、標
準財政規模に対する比率にして１０７.０％の規模となっており、前年度に比べて４.５ポイント減少
した。 

 

 

 

 

 

＜第12 図＞地方債、債務負担行為及び積立金現在高の推移 

 

 



 

８ 東日本大震災に係る事業 
（１）復旧・復興事業 

東日本大震災に係る復旧・復興事業に要した経費は６８，２８７千円で、対前年度比＋０.３％ 
（＋２２６千円）となった。 

・主な事業 放射線測定委託等 
・主な歳入 一般財源等 

 
（２）全国防災事業 

東日本大震災に係る全国防災事業に要した経費は５３３，０８５千円で、対前年度比△４２.２％ 
（△３８９，０４７千円）となった。 

・主な事業 全国防災事業債の償還金等 
・主な歳入 一般財源等 

  

 

 

 

 

 


